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■ 農福連携の取組の形態

○ 農福連携の取り組みの形態（障害者が農業に携わる形）には、「農業者による障がい者の雇用」以外にも、
いくつかの形があります。

①農 ⇒福 農業者が障がい者を雇用

②福 ⇒農 就労支援事業所が農業に参入

③農 ⇔福 福祉事業所による農作業請負（施設外就労）

利点：特別支援学校の職場実習、福祉事業所の農業体験等の受け入れを契機に雇用に結び付く事例あり。
障がい者がスタッフに加わることで、職場の雰囲気が良好になる、組織力が上がるなどのメリット
もうたわれている。

課題：１年を通じて仕事を切り出す必要があり、また、福祉的支援も必要。

利点：仕事の熱心さ、生産物の品質の良さが認められ、地元の理解が進み、
農地が集積するなど、地域農業を支える担い手として成長する事例も
多い。

課題：農地の確保、農業の技術習得が不可欠。

農から見た利点：作業量に応じて依頼可能（１年中切り出す必要はない）
福祉事業所の支援員が同行し、障がい者への指導は支援員
が担う。

福から見た利点：農地がなくても、農業に関わることが可能。
農業者から福祉事業所の支援員に技術（作業方法）を指導。

課題：第三者等によるマッチングが必要

地域の農業者からの技術指導

栽培研修を受ける
障害者の皆さん
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・人手のかかる甘藷の規模拡大は、家族
の労働力のみでは対応できず、健常者の
雇用も人手不足で難しい中、障がい者の
労働力があって可能となった。
・雇用している障がい者は、当社に雇用さ
れたことを誇りに思っており、意欲的に働
いている。
・事業所への委託により、4名の障がい者
が年間10ヶ月程度、6名の障がい者が年
間6ヶ月程度作業に従事しており、多くか
つ長期間、障がい者に就業の場を提供。

・さつまいも専作であり、青果のほか加工品（干しいも）も販売。販売先は大手スー
パーの他、シンガポールへの輸出にも取組んでいる。
・事業所への主な委託作業は、苗切り作業、芋のつる切り、機械を用いた芋の重さ
による選別作業など。
・雇用している障がい者は、仕事の飲み込みが早く、多くの作業に対応できるよう
になっている。
・複数の動作を行うことが苦手なため、作業を細かく分けて分担している。

・甘藷栽培暦30年。G-GAP取得による品質向上や労働力の安全管理体制を構築。

・収穫後に徹底した温湿度管理で熟成貯蔵し、甘みの強いさつまいもだけを出荷。

・H28年に法人化。同年、最新の貯蔵倉庫を新設するとともに、新卒の障害者を雇
用。また就労継続支援事業所に作業委託し、利用者に就労の場を提供。規模拡
大を着実に推進（H23年の4haからH30年は7.7haに拡大）。

㈱ な か せ 農 園 （ 熊 本 県 菊 池 郡大 津 町 ）

～障がい者雇用でこだわり甘藷の規模拡大～

経 緯

取組内容

取組の評価

①「農」⇒「福」 農業者が障がい者を雇用

体 制

水はけの良い火山灰土のほ場 蔵出し「ベニーモ」芋の重さによる選別作業
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障害福祉サービス事業所「ひまわり畑」（大分県大分市）

～農業法人、漬物メーカーと連携し、就労の場を拡大～

・農業法人が高菜6haの栽培と一次加工を行い、一次加工品の８割程度を漬物メー
カーに販売。
・残りの２割程度は当事業所が買い取り、 漬物加工し県内向けに販売。
・農業法人が行う高菜栽培と1次加工には、当事業所の利用者が施設外就労にて
従事。高菜に関しては大規模栽培に対応できるように県から技術的な支援を得て
栽培。
・その他、梅干し、大根等の漬物加工と販売、当事業所の借受け農地1.4ｈａにおけ
る甘藷等の生産と販売を実施。

高菜の栽培状況

・Ｓ60年より、農地の管理や大根、甘藷等栽培など農業を中心とした取り組みを行っ
てきた。
・Ｈ16年に漬物工場を新設。梅干し、大根等の漬物加工に着手。食の安全安心対策
が評価され、販売ルートを拡大。
・Ｈ28年に県主導のもと、地元の農業法人、大阪の漬物メーカーと提携して高菜の
大規模生産と加工に着手。

経 緯

取組内容

体 制

・農業法人や漬物メーカーとの連携前の
H27年の売上は7,700万円であったのに
対し、連携後の農業法人からの作業受
託収入を合わせたH30年の売上は8,670

万円と12％増加。
・当事業所の利用者数もH27年の30名か
らH30年には36名と増加。工賃も、Ａ型
の利用者には県の最低賃金以上を、Ｂ
型の利用者にも県平均を大きく上回る工
賃を支払うことができている。
・当事業所の取り組みは連携先の農業法
人の経営規模の拡大や漬物メーカーの
原料の安定調達にも貢献。

取組の評価

HACCP対応型の漬物工場高菜の一次加工施設

②（「福」⇒「農」 就労支援事業所が農業法人等と連携） 5



・作業に従事した障がい者数は、H25年度
の延べ約4千人からH29年度には延べ約1
万1千人に増加。
・発注者側の評価は。｢人手不足が解消｣
｢出来高払いで収益の見込みを立てやす
い｣ ｢安定した人員を確保でき､作業性も
年々向上｣など。
・事業所側の評価は、「単価見直しと作業
性の向上により、工賃の安定に寄与」「トイ
レの改善など良い環境で作業ができてい
る」など。

・地域の窓口事業所がＪＡとの受注調整や事業所間の作業スケジュール調整を行
い、またＪＡと連携し、希望事業所を対象に事前の説明会を開催。
・共同受注事務局はＪＡと事業所間の契約事務等を支援。
・甘藷出荷調整、加工用カボス収穫、ニラ出荷調整、ハウスミカンのパック詰め等
が主な作業。
・現場では事業所の職員が障がい者に同行して作業。作業の指示は職員が行う
。報酬支払は処理量等の出来高払い。

・大分県では県障害福祉課が事務局となってH25年度よりＪＡ等と連携し「農作業
共同受注事業」を推進。

・H27年度より、県から「社会福祉法人太陽の家」へ事務局を委託。

・Ｈ29年度より、各ＪＡから発注される作業や受託事業所が定着化してきたことか
ら、地域段階で受注調整を行う体制整備を3地域（4グループ）で実施。

大分県農作業共同受注事業

～県が主導する農福連携の取組～

経 緯

取組内容

取組の評価

③「農」⇔「福」 福祉事業所による農作業請負

体 制

柑橘選果場 ニラの選別、計量、結束加工用カボス収穫作業
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■ 政府の取組
農福連携等推進会議の設置

〇 農福連携等について全国的な機運醸成を図り強力に推進していくため、令和元年4月に官房長官
を議長とする省庁横断の「農福連携等推進会議」を設置。同年6月に開催された第2回会議において
今後の推進の方向性を示した「農福連携等推進ビジョン」を決定。
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１ 認知度の向上

・定量的データの解析によるメリットの客観的な提示

・農福連携で生産された商品の消費者向けＰＲ活動

・東京オリパラに合わせた戦略的プロモーションの実施

２ 取組の促進

・ワンストップで相談できる窓口体制の整備

・ニーズをつなぐマッチングの仕組みの構築

・働きやすい環境整備と専門人材育成

・農福連携の特色を生かした6次産業

化等、経営発展をめざす取組の推進

３ 取組の輪の拡大

・コンソーシアムの設置等、国民

運動を展開するための基盤の形成

・関係団体等での横展開の推進

知
ら
な
い

踏
み
出
せ
な
い

広
が
ら
な
い

●農福連携という取組自体がよく知られて

いない、そのメリットが十分浸透してい

ない。

関係省庁から構成される
農福連携等推進会議

● 農福連携が持続的に実施されるには、農業経営が経済活動として発展していくことが重要。

● 農福連携を全国的に広く展開し、裾野を広げていくには「知られていない」「踏み出しにくい」「広がっていかない」と

いった課題に対し、官民挙げて取組を推進していくため、農福連携等推進会議において、農福連携等推進ビジョンを

策定。

農福連携の推進に向けて

●農業サイドと福祉サイドの双方ともにお

互いに理解を深める必要。

●農福連携を通じた農業経営の発展や人材

育成に手間や費用がかかるのではないか

（コストへの対応）。

●農福連携の取組を全国的に広く展開して

いく必要性。

●経済界、消費者等も巻き込んだ社会全体

への広がりが見えていない。

現場等における課題 ＜農福連携等推進ビジョンの構成＞
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

■ 農山漁村振興交付金（農福連携対策）事業実施者（九州）

② ＮＰＯ法人あじ菜工房
（熊本県合志市）

③ 社会福祉法人白鳩会
（鹿児島県南大隅町）

④ 社会福祉法人北九州市手をつなぐ育成会
（福岡県北九州市）

⑬ 株式会社イーストスクエア
（鹿児島県指宿市）

⑤ ＮＰＯ法人よか隊
（福岡県筑紫野市）

⑥ 有限会社ビッグランドグループ配送センター
（熊本県山都町）

⑦ 社会福祉法人ときわ会
（宮崎県小林市）

⑧ 有限会社えこふぁーむ
（鹿児島県鹿屋市）

⑨ ＮＰＯ法人伊都福祉サービス協会
（福岡県糸島市）

⑩ 社会福祉法人豊心の里
（熊本県錦町）

⑪ 株式会社サポート秀
（宮崎県宮崎市）

⑫ 株式会社地産地消心のきずな
（鹿児島県出水市）

① 一般社団法人さくら福祉会
（熊本県水俣市）

事業期間（Ｈ２９～３０）

事業期間（Ｈ３０～Ｒ元）

事業期間（Ｒ元～２）

⑭ 社会福祉法人新友会
（大分県大分市）

⑮ 株式会社ゆいまーる
（宮崎県宮崎市）

ハード+ソフト対策

ソフト対策のみ

人材育成支援

事業期間（Ｒ２～３）

⑯ 株式会社リーフエッヂ
（鹿児島県龍郷町）

⑰ 社会福祉法人宮共生会
（長崎県佐世保市）

⑳ 株式会社愛菜華田中ファーム
（福岡県みやま市）

⑱ 合同会社グッドフィールド
（鹿児島県阿久根市）

⑲ 株式会社CoCoRoファーム
（宮崎県西都市）

㉑ ㉑ 一般社団法人オルタナ
（熊本県熊本市）

（Ｒ３.６月末現在）

⑮

⑭

事業期間（Ｒ３～４）

㉔ フィールドアップITN.株式会社
（福岡県福岡市）

㉕ 株式会社南阿蘇ケアサービス
（熊本県南阿蘇村）

㉘ 社会福祉法人豊心の里
（熊本県錦町）

㉖ 社会福祉法人出島福祉村
（長崎県長崎市）

㉗ 合同会社あぐり税所
（熊本県錦町）

㉔

㉕㉖

㉗㉘

㉒ 株式会社ＯＮＥＧＯ
（福岡県久留米市）

㉓ 有限会社錦江
（宮崎県日向市）

㉒

㉓
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・サラダ玉ねぎ、モリンガ茶等の売上げ、農
作業の受託料は年々増加。

・雇用者のうち農業作業に従事する障がい
者はＲ元年に16名となり、来年も支援学校
生を新卒で雇用する予定。

・今後も耕作放棄地を借り受けることで農地
面積を広げ、高付加価値商品の開発、東
京出張所等での営業活動による販路拡大
を行いながら､障がい者の雇用拡大、賃金
向上を進めたい｡

・耕作放棄地を借り受け農業支援員や農家の指導を受けながら、モリンガ、サラダ
玉ねぎ、大根等を栽培・加工。商品はインターネット、道の駅等で販売。

・モリンガ茶製造初年度となったH30は、生葉を３ｔ収穫し、乾燥後の原料茶葉
150kgを当事業所で焙煎加工し、静岡の製茶工場でティーバック用とパウダース
ティック用に充填、再び当事業所で袋詰め、ラベル貼り等を行い、商品4,000個を
製造。

・さくら福祉会は、障がい者就労支援Ａ型事業所としてH27に設立。地域の耕作放
棄地を借りて自社レストランで使用する食材の生産活動を開始。

・H27～28には県の補助事業を活用して耕作放棄地を再生し、障がい者が農業に
従事するとともに、収穫祭を開催して地域住民との交流を開始。

・H29に農山漁村振興交付金を活用して食品乾燥機、保管冷蔵庫等を整備して野
菜等の加工を始め、H30には東京出張所を開設してモリンガ茶等の販売を開始。

一 般 社 団 法 人 さ く ら 福 祉 会 （熊 本 県水 俣 市）

～６次産業化による障がい者の雇用拡大～

経 緯

取組内容

取組の評価

農山漁村振興交付金（農福連携対策）を活用した取組事例

体 制

マルチ張作業の指導をうける障がい
者

モリンガ健康茶（ティーパックとステック
）

栽培・収穫したモリンガ葉を乾燥
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農業版ジョブコーチ育成塾 Ｒ元年度の講義予定等

農山漁村振興交付金（農福連携対策）を活用した取組事例

社 会 福 祉 法 人 豊 心 の 里 （ 熊 本県 錦 町）

～人吉・球磨地域での農業版ジョブコーチ育成～ （事業期間：Ｒ元～２）

・豊心の里は、これまで地域の障がい者福祉事業所と連携しながら耕作
放棄地解消活動等を行うとともに、定期的に「農福連携セミナー」を開
催して地域に農福連携を広めるための素地づくりを行ってきた。

・R元に農山漁村振興交付金の採択を受け、地域の農業と福祉をつなぐ
人材を育成する「農業版ジョブコーチ育成塾」を開講。

経 緯

■人材育成講座
１．内容
①障がいの理解と障がい者福祉 （身体・知的・精神・発達障害の理解等）
②障がい者就労に向けた農業技術の指導 （農業概論、水稲・蔬菜・果樹・畜産）
③ジョブコーチと障がい者の就労支援 （障がいごとの支援）
④農業と福祉においける地域連携 （地域包括ケアシステム論 等）
２．方法等
座学（討論会等を含む）、現地実習、先進地視察 （Ｒ元は全８日間で２０講義）

取組内容
・障がい者福祉事業所に農業を指導する
職員が配置され、農業活動が行われ、
農作業の部分的な人手不足が緩和され
る。

・農福連携が地域連携の柱の一つに認
識され、農業版ジョブコーチ経験者は、
６次産業化・農商工連携等を推進する
拠点機能の要となる。

地域の将来像

■人材育成講座
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農福連携の情報を発信！
九州地域農福連携促進ネットワーク

会 員
募集中！

加入登録は、九州農政局ホームページの加入申込フォーム
(「九州農福加入」で検索）をご利用下さい。※裏面参照

九州農政局では、メールマガジンのネットワークを開設し、
農福連携に関する支援制度やイベント等の情報を発信
しています。

これまでの発信事例

①障害者の雇用・就労を目的とした農業生産施設や専門
人材育成等を支援する交付金に関する公募等の情報
②九州農政局や九州厚生局が主催するシンポジウムや
セミナー等の情報

③九州、全国の取組事例の紹介等
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